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令和８年第１回軽井沢町議会定例会９月会議 

一 般 質 問 通 告 

 

 

通告順 
議 席 番 号 

議 員 氏 名 
質 問 事 項 備 考 

１ 
３番 

小 山 裕 嗣 

〇軽井沢ＷｉｎｅＤａｙｓ2026 の成果は 

〇下水道インフラの老朽化及び管路閉塞は改善さ

れたか 

 

２ 
４番 

眞 島 聡 子 

○災害時の人的受援計画の実効性と必要人員の事

前把握について 

○感震ブレーカーの普及推進について 

 

３ 
６番 

中 澤 睦 夫 

〇宿泊税導入後の課題について 

〇災害時の避難体制の充実について 
 

４ 
５番 

福 本  修 
〇Ｒｕｉｚａ_ＡＩについて  

５ 
１番 

金 山 のぞみ 

〇軽井沢で育った若者が帰ってこられるまちづく

りについて 
 

６ 
８番 

寺 田 和佳子 

○令和８年度の発地市庭の指定管理料をめぐる予

算計上のあり方について 

○発地市庭の電気料の計上方法と、それに伴う高

騰分の取り扱いについて 

○本社経費の算定根拠の明確化について 

○指定管理者制度の見直しと町のチェック体制強

化について 

 

７ 
２番 

小 林 天 馬 

〇一次避難所における生活環境の充実について 

〇まちづくり共創事業の成果と、若者が住み続け

られる共創の仕組みづくりについて 
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令和８年第１回軽井沢町議会定例会９月会議 

一 般 質 問 通 告 書 

 

通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

１ 
 ３番 

小 山 裕 嗣 

〇軽井沢ＷｉｎｅＤａｙｓ2026 の成果は 

昨年に引き続き、軽井沢ハーフマラソンと同時期

の５月16日（土）と17日（日）軽井沢駅自由通路と

さわやかホールにて、軽井沢ＷｉｎｅＤａｙｓ2026

が開催された。町長をはじめ近隣市町の首長、生産

者によるオープニングセレモニー及びトークセッ

ションも開催するなど、地域連携が意識され、多く

の来場者が千曲川ワインバレーのワインを存分に

楽しまれたと承知している。今年度の開催について

はどうだったか、以下伺う。 

（１）昨年の１日だけの開催から、今年は２日間の

開催となったが延べ来場者数は。また、２日間の

開催についてどのように分析しているか。 

（２）オープニングセレモニー及びトークセッショ

ンの参加傾向や来場者対応等はどうであったか。 

（３）出展されたワイナリーの反応や売り上げ等は

昨年と比べてどうだったか。 

（４）来場された方々の声はアンケートとして集

約、分析されているのか。また、どのような声が

聞かれたか。 

（５）来場者がどのエリアから来場し、どのように

してこのイベントを知ったのか。それらの分析

は。 

（６）今年は近隣市町のＰＲも含めたブースが設置

されていた。この日は同日開催で東御ワインフェ

スタも開催されていた。しなの鉄道もブースを出

して１日乗車券等、広域でのワインイベントを楽

しむアプローチも可能であったのではと考える

が、今後の対応は。 

（７）オリジナルワイングラスに留まらず、スタッ

フが着用していたポロシャツも購入希望の声が

聞かれたが来年度の予定は。 

（８）来年度以降に向けて更なる改善をすべく様々

な課題も見受けられるが、情報発信等も含め、本

イベントの総括について伺う。 

（９）９月５日（土）から６日（日）にかけては、

広域連携をより重視した「千曲川ワインデイズ」 
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通告順 議 員 氏 名  

１ 
３番 

小 山 裕 嗣 

が小諸城址懐古園を中心に開催される。広域連携

の観光戦略を重視する町長にとって、千曲川ワイ

ンデイズの協力体制をどのように築き、町として

対応されているのか。 

 

〇下水道インフラの老朽化及び管路閉塞は改善され

たか 

埼玉県八潮市で発生した大規模な道路陥没事故

を受け、下水道インフラの老朽化と管理体制が改め

て問われている。2025年１月に発生した同事故は、

硫化水素による管路の腐食が主原因となり、下水道

管が崩壊、土砂が流入して管路閉塞を引き起こした

ことが判明している。八潮市の事故は、事前の点検

で「経過観察」と判定されていた箇所で発生してお

り、点検精度の限界が浮き彫りとなった。これを受

け、長野県内でも緊急点検が実施された。昨年実施

された「全国特別重点調査」の結果等も踏まえ、当

町における老朽化チェックおよび管路閉塞対策の

進捗について以下の通り伺う。 

（１）耐用年数と老朽化チェックについて、当町は

特定の重点調査対象外とされていたが、インフラ

の老朽化リスクは同様に存在する。耐用年数を超

過、あるいは接近している管路について、独自の

優先順位に基づいた随時チェックは行われてい

るか。 

（２）八潮市の事故では、高低差による流速の速さ 

や硫化水素濃度の高さが劣化を促進させた。当町

において、同様の「腐食のおそれが大きい箇所」

を特定し、重点的な監視を行う体制はあるか。 

（３）２年前の一般質問では、油脂類の付着による

管路閉塞が年間複数回発生しており、令和５年４

月には立て続けに３回発生したことが報告され

ている。過去５年間で約910万円の閉塞対応費用

を支出しているが、その後の発生頻度に改善は見

られるか伺う。 

（４）コロナ禍明けの観光客流入増加が油脂類排出

に影響しているとの認識であったが、現在の閉塞

発生件数および清掃コストの最新の動向はどう

なっているか。 

（５）事業者への行政指導と定期検査の実施体制管 

路閉塞の主因は、飲食店等におけるグリストラッ

プ（油脂分離貯留装置）の清掃不備や、家庭から

の廃油流入にある。以前の調査では、旧軽井沢・ 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

１ 
３番 

小 山 裕 嗣 

中軽井沢の飲食店約50店舗のうち23軒に口頭指導

が行われたが、その後、これらの店舗への定期的な

立入検査は継続されているか。 

（６）「職員数に限りがあるため定期的実施は困難」

としていたが、指導後も改善が見られない事業者

に対し、下水道法に基づく罰則規定の適用を視野

に入れた、より実効性の高い行政指導は行ってい

るか。 

（７）住民や別荘所有者に対し、下水道を「見えない

インフラ」として放置せず、個々の意識改革を促

すための新たな情報発信（情報推進課との連携等）

は進んでいるか。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

２ 

４番 

眞 島 聡 子 

 

○災害時の人的受援計画の実効性と必要人員の事前

把握について 

大規模災害時には、自治体業務が急増する一方、

職員自身や家族の被災等により、人員が不足するこ

とが想定される。外部からの応援職員を円滑に受け

入れ、迅速な住民支援につなげるためには、必要な

人員や受け入れ体制を事前に整理しておくことが重

要であることから、以下について伺う。 

（１）町地域防災計画では受援計画を策定するとし

ているが、策定の目的と今後のスケジュールは。 

（２）実効性のある受援計画とするためには、「どの

業務に、いつ、どの程度の人員が不足するのか」

を事前に把握する必要がある。 

①災害時に町職員だけでは対応が困難になると想

定される業務は。 

②発災後24時間、72時間、1週間といった段階ごと

に、必要となる職員数と町で確保可能な職員数

を把握しているか。 

③職員や家族の被災、子育て、介護等により参集

できない場合を想定し、職員の家庭状況や被災

状況を把握した上で現実的な人員計画とする考

えは。 

④災害時には町民人口を上回る対応が必要となる

ことから、別荘利用者、観光客、帰宅困難者、外

国人を含むすべての滞在者を対象とした災害対

応業務と、それに必要な人員体制について検討

する考えは。 

（３）応援要請の判断基準と要請ルートについて。 

①応援要請を行う際の判断基準と判断責任者は。

また、町長・防災担当部局・各担当部局の役割

分担の明確化や、県・相互応援協定自治体・応

援対策職員派遣制度等の要請ルートの整理は。 

②被害の全容が把握できていない段階や、夜間・

休日に発災した場合でも、早期に相談・要請で

きる連絡体制と手順となっているか。 

（４）応援職員の受け入れ体制について、応援職員

が到着した際、円滑に配置し、業務に従事しても

らうため活動環境を確保する必要がある。 

①応援職員を調整する責任者と担当班を決めてい

るか。また、配置部署や業務指示をする者や応

援職員の交代時に業務記録や未処理案件の引き

継ぎ方法を受援計画に位置づける考えは。 

②執務場所、パソコン、通信環境、庁内システム 



- 6 - 

 

通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

２ 
４番 

眞 島 聡 子 

の利用、車両、駐車場所などを確保する手順を定

める考えは。 

③応援職員の宿泊場所のリスト化、宿泊施設との

連携、災害時の宿泊施設使用可否の確認を受援

計画に反映する考えは。 

（５）町はどのような庁内体制で受援計画の策定を

進めるのか。また、職員への周知や全庁的な受援

計画の訓練を行う考えは。 

 

○感震ブレーカーの普及推進について 

消防庁は、大規模地震時の電気火災対策として感

震ブレーカーの普及推進を提言した。国の防災基本

計画にも感震ブレーカーの普及が位置づけられ、各

自治体には地域防災計画の見直しや具体的な普及計

画の策定が求められている。あわせて住民と危機意

識を共有し、地域単位で重点的に設置を進めること

が重要である。 

（１）地震時には、火災の同時多発、消防力の劣勢、

水利の使用不可や道路通行障害等により、消火困

難となり被害が拡大するおそれがある。 

①町内の木造住宅が密集する地域や延焼の危険性

が高い地域、消防車両の通行できない狭隘道路

等の状況および消火活動上の課題は。 

②震度５程度の地震が発生した場合、道路の損傷

や家屋、樹木、電柱等の倒壊により、緊急車両

の通行が困難となることが想定される路線予測

の状況は。また、緊急車両が通行不能の場合の

消火活動への対応は。 

③地震発生時に火災が発生すれば、消防署職員や

消防団に、消火活動と人命救助活動の両方が求

められ、負担や危険性が増すことが想定され、

震災による火災を未然に防ぐための取り組みが

重要と考えるが町の認識は。 

（２）地域防災計画において、感震ブレーカーの普

及推進に関する具体的な計画を策定することが重

要であるが、今後の取り組みを伺う。 

①普及推進のための重点的な広報活動の現状は。

また、地域防災計画に盛り込むため、感震ブレ

ーカー普及推進に関する計画を策定する考え

は。 

②既存の火災予防・地震対策の体制を活用し、関

係機関等が連携して地域の実情に応じた感震ブ

レーカーの普及推進体制を整える考えは。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

２ 
４番 

眞 島 聡 子 

③普及推進のため住民に向けた地域密着の取り組

みは。 

（３）東日本大震災等で発災した火災の６割が電気

に起因する火災と言われる。消防庁では地震発生

時の住宅火災の発生を抑えるため、住宅火災警報

器や防炎品、住宅消火器等の普及とともに感震ブ

レーカーの普及を加速させるとしている。 

①地震発生時に住宅からの出火による被害から命

を守るため、感震ブレーカー、火災警報器、防

炎品、消火器等の購入費用補助や設置のための

支援を行う考えは。 

②集合住宅であり、火災の広がりやすい町営住宅

や、町公共施設等への感震ブレーカーや停電時

に点灯する電灯設備等の設置状況と今後の取り

組みは。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

３ 
６番 

中 澤 睦 夫 

〇宿泊税導入後の課題について 

当町は、本年６月１日より、長野県の宿泊税と合

わせ、国際親善文化観光都市として、観光客にも住

民にも愛される「保養文化都市・軽井沢」を築くこ

とを目的に「宿泊税」を導入した。観光インフラ、

環境保全、文化財の保存等の整備に活用する方針を

示しており、導入後の実績も振り返り、特に徴収事

務の安定化と、使途の明確化が重要だと考えるため、

以下について伺う。 

（１）毎月の徴収と町への納付事務について、宿泊

事業者に過大な負担は生じていないか。また、徴

収方法についての徹底や事業者からの相談はどの

ように対応しているのか。 

（２）令和８年度の宿泊税の徴収見込額及び令和９

年度以降の徴収額の見通しは。 

（３）宿泊税の使途について、町の「宿泊税活用検

討会議」でも議論されているが、一般会計からの

支出が適当とされる事業について、観光振興とい

う理由で宿泊税が「なし崩し的に使われる」との

指摘がある。徴収する宿泊施設の従業員が使途に

ついて説明ができなければ安定した運営はできな

いと思うが町の見解は。 

（４）宿泊税を活用した観光地間を直結する広域バ

ス路線の新規運行支援に係る県の補助制度があ

り、７月１６日に３地域が採択された。宿泊税の

使途が明確で、オーバーツーリズムの緩和や観光

客の分散、自治体間連携による滞在型観光の推進

に繋がる。当町においては「千曲川ワインバレー」・

佐久市などの日本酒の蔵元を巡る広域観光バスの

運行が有効と考えるが町の見解は。 

（５）「顧客満足度」などアンケートを計画してい

るとのことだが、質問内容はどのようなものか。

また、宿泊税制度の改善・充実はどのように進め

るのか。 

 

〇災害時の避難体制の充実について 

熊本県の大地震では、今も被災者の避難生活が続

いている。体育館などに避難した人たちは当初、床

に雑魚寝を強いられた。プライバシーもなく、熱中

症への懸念から車中泊を選択する避難者もいた。災

害関連死をなくすためにイタリアや台湾などでは

「ＴＫＢ４８」という国・自治体・ボランティア等

が連携し、発災後４８時間以内にトイレ、キッチン、 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

３ 
６番 

中 澤 睦 夫 

ベッドを被災者に届ける支援体制が整えられてい

る。当町においても避難所の充実を図る必要がある

と考えることから以下について伺う。 

（１）当町で避難所が必要になる可能性が高いと想

定される災害は何か。 

（２）当町は観光客が多く、大規模災害が発生した

場合、東京方面に移動することが困難になること

が想定される。その場合、観光客を避難所で受け

入れるのか、ホテル等を一時的に借り上げるのか。

どのような対応を計画しているのか。 

（３）先進国であるイタリアや台湾では、テントや

トイレコンテナ、間仕切り、ベッドの設置だけで

なく、キッチンカーなどにより食事が提供される。

当町ではトイレ、間仕切り、食事について避難所

はどのような準備がされているのか。国際基準に

沿ったものか。 

（４）避難所における夏季の高温や冬季の寒さへの

対策はどうするのか。体育館などにエアコンを設

置する考えは。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

４ 
５番 

福 本  修 

〇Ｒｕｉｚａ_ＡＩについて 

新たに導入された生成ＡＩ、通称「Ｒｕｉｚａ_Ａ

Ｉ」の全庁的な運用が、本年８月より開始された。

今後の展開はステップ１、ステップ２として段階的

に描かれており、ステップ１では職員の業務効率化

を、そして令和11年度からの実装が予定されるステ

ップ２では住民サービスの向上を主眼としている。

Ｒｕｉｚａ_ＡＩの活用範囲は今後さらに広がりを

見せていくことが見込まれるが、その先にあるべき

は住民福祉の向上にほかならない。掲げられた目標

の実効性を担保するためにも、その具体性や費用対

効果などについて検証すべく、以下質問する。 

（１）Ｒｕｉｚａ_ＡＩ類似の名称として「Ｌｏｕｉ

ｓａＡｉ」というサービスが存在する。名称の選

定にあたり、商標権などの法的問題が発生する可

能性をどのように評価したのか。 

（２）Ｒｕｉｚａ_ＡＩの活用により、職員の業務時

間を年間8,000時間削減するとの目標を掲げてい

るが、何年度に達成する見込みなのか。 

また、8,000時間の削減効果を人件費に換算した場

合、金額にしてどの程度の価値を見込んでいるの

か。 

（３）これまでコンサルタントに全過程を委託して

いた各種計画書の作成について、今後は「大半の

過程を町独自で作成する」との方針が示された。 

委託費の削減と職員の専門性向上という観点から

望ましい方針だが、令和８年度以降に予定されて

いる具体的な計画策定において、どの程度、町独

自での作成に切り替える方針か。コンサルタント

への委託をゼロにするのか、あるいは高度な専門

判断のみを委託し、事務作業をＡＩが担うのか、

その役割分担の具体的設計を伺う。 

（４）財務会計プラグインを利用しているが、具体

的な用途は。また、既存の会計システム自体を将

来的に変更する意向があるのか。あわせて、軽井

沢病院の会計システムにおいても、同様のＡＩ活

用による効率化が可能であると考えているか。全

町的なＤＸ推進の観点から、病院業務への波及効

果ついて見解を求める。 

（５）クローズドネットワークでの運用だが、町の

機密情報や住民の個人情報を学習データとして利

用することについての見解を伺う。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

５ 
１番 

金 山 のぞみ 

〇軽井沢で育った若者が帰ってこられるまちづくり

について 

町では、軽井沢学などを通じて、子どもたちが地

域について学び、ふるさとへの愛着を育む取組みや

子どもたちと地域とのつながりを育む取組が進めら

れている。一方で、軽井沢で育った若者が、将来

「軽井沢に帰りたい」と思ったときに、帰ることの

できる環境を整えておくことも重要である。 

「人とのつながり・仕事・住居」の三つの観点か

ら、軽井沢で育った若者が帰ってこられるまちづく

りについて、以下伺う。 

（１）現在の町民のうち、軽井沢町で生まれ育った

人がどの程度を占めているのか把握しているか。

また、その割合の推移を把握しているか。 

（２）町職員のうち軽井沢町で育った職員の割合及

びその推移を把握しているか。また、道路や地区

の特性、過去の災害、地域の歴史、住民とのつな

がり等、地域での生活を通じて培われる「地域

知」を、今後どのように組織として継承していく

考えか。 

（３）軽井沢で育った若者が町外へ転出し、そのま

ま戻らない状況が続くことが、将来的な地域の担

い手の確保や地域コミュニティの維持に及ぼす影

響について、町はどのように認識しているか。 

（４）町外で暮らす軽井沢出身の若者について、将

来のＵターン意向や、仕事、住居、人とのつなが

りなど、帰りたいにもかかわらず帰れない理由を

把握しているか。把握していない場合、アンケー

トやヒアリング等による実態調査を行う考えはあ

るか。 

（５）軽井沢学や地域との交流などを通じて育まれ

た地域への愛着やつながりを進学や就職で町外へ

出た後も継続するため、町外で暮らす軽井沢出身

者と町・地域とが継続的につながる仕組み、例え

ば「ゆうすげの集い」を都内で開催するなどの仕

組みを構築する考えはあるか。 

（６）軽井沢へ帰りたいと思っていても、希望する

職種や働き方など、町内で自分の希望に合った仕

事を見つけることが難しいことがＵターンの障壁

となっている可能性について、町はどのように認

識しているか。また、若者が軽井沢に帰って働く

という選択肢を持てるよう、町としてどのような

取組が必要と考えているか。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

５ 
１番 

金 山 のぞみ 

（７）町内の地価、住宅価格及び家賃等が、軽井沢

で育った若者のＵターンや町内での自立した生活

の障壁となっている住宅課題について、町はどの

ように認識しているか。 

（８）子育て世代向け住宅の整備に加え、若者やＵ

ターン希望者等が町内で自立して生活できるよ

う、白馬村で建設が検討されている「定住促進住

宅（アフォータブル住宅）」のような手頃な価

格・家賃の住宅を確保する施策を検討する考えは

あるか。 

（９）新築住宅の整備だけでなく、町内の活用可能

な空き家や既存住宅を借り上げ・改修するなど、

若者やＵターン者向け住宅として活用する仕組み

として補助などを検討する考えはあるか。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

６ 
８番 

寺 田 和佳子 

○令和８年度の発地市庭の指定管理料をめぐる予算

計上のあり方について 

本年３月の予算決算常任委員会で令和８年度当初

予算審議の際、発地市庭の指定管理料 100 万円の矛

盾を指摘したところ、差額の 100 万円は電気料高騰

分との説明があった。他の指定管理施設にはない記

載も見られたことから、改めて指定管理施設の予算

計上方法等について伺う。 

（１）令和８年度当初予算は、指定管理料 2,470 万

円という総額のみで議会に上程された。これは、

本来性質の異なる指定管理料（2,370 万円）と電

気料高騰分（100 万円）とを合算したものである

にもかかわらず、内訳を示す注記や積算根拠もな

く一括計上されていた。どのような理由からこの

ような指定管理料と電気料高騰分が一括で計上さ

れたのか。また、今後の改善方法は。 

（２）指定管理者選定時（令和７年 10 月）に提出さ

れた収支計画書では「施設全体の電気料 1,100 万

円」、シンワ社が指定管理者に選定された後、提出

した「令和８年度の収支予算計画書では 1,000 万

円」、同じ資料には「町からの電気料補填の欄には

０円」とある。なぜ、電気料高騰分 100 万円を町

が用意する必要があるのか、100 万円の積算根拠

も含め伺う。 

（３）発地市庭の光熱水費については、第３期の募

集要項では「前年度実績の 110％以下は町の負担

（指定管理料に含める）とし、超えた分は指定管

理者の負担とする。ただし、指定管理者以外の責

によるものは町との協議とする」と定められてい

る。令和７年度実績は全体のうち指定管理者分は

約 640 万で、令和８年度予算を約 700 万とし、す

でに電気料高騰を考慮し予算建てしている。発地

市庭以外の指定管理者の予算建てはどうなってい

るのか。また、町独自に 110％以上高騰するとし

て当初予算に追加計上した施設ごとの金額は。 

（４）当初予算において令和９年度から 12 年度まで

の債務負担行為として発地市庭は電気料高騰分

490 万が上乗せされ、４年間で 1,960 万円計上さ

れているが、他の指定管理施設では上乗せされて

いないが是正する考えは。 

 

○発地市庭の電気料の計上方法と、それに伴う高騰

分の取り扱いについて 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

６ 
８番 

寺 田 和佳子 

発地市庭の電気料高騰分の取扱いは、第２期（令

和３〜７年度）と第３期（令和８年度〜）とで、名

目・仕組みが異なっている。 

第２期では、募集要項に「前年度実績110％を超えた

分は指定管理者の負担」と明記されていたにもかか

わらず、指定管理者はこれを無視した予算建てをし、

その超過分を年度ごとに別途「電気料高騰に係る協

定書」を締結し、全額町が補填していた。これを踏

まえ伺う。 

（１）第２期において、指定管理者が毎年立てる収

支予算計画（令和５年から令和７年）のシンワ社

分の電気料は電気料が高騰する時期にもかかわら

ず640万円で固定されていた。なぜこれを認めて

おきながら、高騰分を補填したのか。 

（２）一方、第３期では、110％を超過する場合は協

議が必要と記載されていたものの、年度当初に作

成した年度協定書ではこの「協議」ではなく「100

万円を限度に支払う」という限定給付に置き換え

られている。この設計の変更にあたり、どのよう

な検討が行われたのか。その際、指定管理者選定

の公平性の担保についてはどのような議論された

のか伺う。 

 

○本社経費の算定根拠の明確化について 

本年３月の一般質問において、本社経費について

町は「経理・採用・研修・福利厚生や緊急時の応援

体制維持など人事労務等の管理機能に係る本社経費

を含めることは、他自治体でも必要経費として整理

されており、不適切ではない」と答弁している。し

かし、指定管理者は、選定時の提案資料に、経理体

制については「公益法人会計の経験者を配置し、正

確で効率的な経理処理を行う」と明記している。そ

れを踏まえ伺う。 

（１）この本社経費は、どの規定・契約に基づいて

指定管理料に算入されているのか、業務委託契約

書の有無とあわせて伺う。 

（２）第２期の本社経費は、落札時提案額が年 250

万円であったのに対し、実績額は年度によって最

大 330 万円まで増額されている。また第３期では、

落札時提案額そのものが年 350 万円へと増額され

ており、第２期との差は５年間で 500 万円にのぼ

る。それぞれの増額について、町はどのような根

拠で妥当と判断したのか。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

６ 
８番 

寺 田 和佳子 

（３）同じ業者が指定管理を行なっているくつかけ

テラスにおいては、本社経費は実務的な業務対価

ではなく収支の帳尻合わせのために使っている可

能性があることを示す資料がある（町が作成した

令和５・６年の評価シート）。この点からも、即時

に本社経費についての規定を協定書に設ける、も

しくは業務委託契約書を取り交わす必要があると

思うが、いかがか。 

 

○指定管理者制度の見直しと町のチェック体制強化

について 

（１）電気料高騰分を年度当初に一旦支払う方法を

とっているのは発地市庭だけであり、本社経費の

算定根拠も規定がなく、町の監査も毎年できてい

ない状況である。根底には指定管理者制度に対す

る考え方や、予算や決算の経理処理の扱いが施設

ごとにバラバラであることがこうした不透明さの

根本にあるのではないか。町として指定管理者制

度全体に対し、統一的な運用基準とチェック体制

を整備し、より厳格な管理を行う考えはあるか。 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

７ 
２番 

小 林 天 馬 

〇一次避難所における生活環境の充実について 

能登半島地震や熊本地震では、避難所における寝

床環境やプライバシーの確保など、避難生活の質が

大きな課題となっている。軽井沢町地域防災計画で

は、指定避難所における良好な生活環境の確保や備

蓄体制の整備を推進するとともに、自主防災組織活

動育成事業補助金等を活用し、自主防災組織による

備蓄等を支援することとしている。 

また、町では地区公民館等を一次避難所として位

置付けているが、近年の大規模災害では、道路寸断

や停電等により、一次避難所で一定期間の避難生活

を送ることも想定されるため、発災直後に必要とな

る備蓄品を確保し、寝床環境をはじめとした生活環

境を整えることが重要であると考える。 

そこで、一次避難所における生活環境の充実につ

いて、以下伺う。 

（１）一次避難所である地区公民館等における備蓄

品について、町はどのような考え方で整備を進め

ているのか。また、避難所用資機材は集中備蓄を

基本として必要に応じて搬送する考え方なのか、

それとも一次避難所にも必要最低限の備蓄を行う

考え方なのか。 

（２）軽井沢町自主防災組織活動育成事業補助金に

ついて、内容やこれまでの利用実績はどのように

なっているのか。また、地域防災計画では、備蓄

品等の整備に加え、自主防災組織の活動が継続し

て活性化するソフト対策を盛り込んだ制度を目指

すとしているが、現在の制度内容はどのようなも

のか。 

（３）一次避難所である地区公民館等の避難所生活

環境の充実や自主防災組織による避難所機能の強

化を進める考えはあるか。 

 

〇まちづくり共創事業の成果と、若者が住み続けら

れる共創の仕組みづくりについて 

人口減少や担い手不足など、地域課題が複雑化す 

る中、町民、地域団体、事業者、企業、大学・研究

機関等が、それぞれの知識や経験を持ち寄り、地域

の課題解決や新たな価値の創出につなげる「共創」

の考え方が重要となっている。 

また、子どもたちや若者が将来も軽井沢に住み続 

けたい、あるいは一度町外へ出ても戻ってきたいと

思える地域をつくるためには、子育てや教育、住環 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

７ 
２番 

小 林 天 馬 

境に加え、地域とのつながりや学び、仕事、挑戦の

機会を持てる環境も重要であると考える。 

町では、令和７年度にＳＵＮＤＲＥＤ株式会社へ

の委託によりまちづくり共創構築事業を実施し、令

和８年度には、これを踏まえたまちづくり共創推進

体制整備業務を進めている。こうした取組を一過性

の事業にとどめず、地域の課題を把握し、人や知識

をつなぎ、活動を支援し、新たな価値や仕事を生み

出す「共創のエコシステム」として、持続的な仕組

みに発展させていくことが重要と考える。そこで、

これまでの取組の成果と評価、今年度の事業の目

的、今後の地域活動や新たな仕事・産業創出への展

開について、以下伺う。 

（１）７年度に実施したまちづくり共創構築事業に

ついて、住民との対話やアンケート、ワークショ

ップ等から示された５つのテーマを、今後のまち

づくりにどのように生かしていく考えか。また、

８年度の事業について、町はどのような成果を期

待し、委託事業者の選定に当たってどのような点

を重視したのか伺う。 

（２）共創の仕組みを構築する上では、現在町内で

暮らしている住民だけでなく、町外へ転出した若

者や、かつて軽井沢で暮らしていた方、住みた

い・住み続けたいと思いながら町外で暮らしてい

る方などの声も把握することが重要と考える。 

①若者の町外流出や働く世代の居住・就業等につ

いて、町はどのような課題認識を持っている

か。 

②今年度実施するウェルビーイング調査等に加

え、人口、就業、通勤、住宅等のデータも活用

して地域課題を把握・分析し、共創事業や今後

の施策形成につなげていく考えはあるか。 

（３）８年度の共創事業では、くらしコーディネー

ターや専門家による支援チームを配置し、区をは

じめとする地域活動や既存団体への助言・伴走支

援を行うとしている。 

①地域活動の担い手不足や役員の負担が課題とな

る中、こうした支援をどのように担い手の育成や

負担軽減につなげ、持続可能な地域活動の仕組み

としていくのか。 

②くらしコーディネーターの募集では、町外・二

地域居住者も対象とし、資格や経験を地域のため

に生かしたい人材を募っているが、こうした多様 
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通告順 議 員 氏 名 質    問    事    項 

７ 
２番 

小 林 天 馬 

な人材を地域活動や既存団体とどのようにつな

ぎ、継続的な担い手やサポーターとして生かして

いくのか。 

（４）８年３月の予算審査において総合政策課長よ

り、「軽井沢町では工場誘致ではなく、頭を使う

企業、スタートアップなども考えながら進めてい

きたい」との答弁があった。現在進めている共創

事業において、観光業に加え新たな仕事や事業、

スタートアップ等の創出につながる視点を取り入

れ、若者の就業・起業機会の創出につなげていく

考えはあるか。また、町としてどのような分野や

形を想定しているのか。 

（５）６年９月議会にて住民から寄せられる意見や

要望等を一元的に把握・共有し、政策形成に生か

す「住民の声管理システム」を提案し、７年９月

議会ではノーコード・ローコードツールを活用し

住民の声の進捗管理や内容を統計的に把握し政策

に反映する仕組みを構築していくとの答弁があっ

た。今回の共創事業においても住民対話やウェル

ビーイング調査、データ分析の専門家を含む支援

チームを配置するとあるため、これまでの取組を

発展させ、住民の声と人口、就業、通勤、住宅等

のデータを庁内横断的に組み合わせ、地域課題の

把握・分析から施策の立案、実施、効果検証まで

をつなげる「共創×ＥＢＰＭ」の仕組みを構築し

ていく考えはあるか。また、そのためのデータ利

活用基盤やシステムの導入・構築について検討す

る考えはあるか。 

 


